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序．今日における貧困「問題」
かつてわが国には、自分たちの懸命な努力に
よって豊かで平等な社会を築き上げ、その解決
に成功したという揺ぎない自信のうえに、「貧
困」への言及それ自体がタブー視された時代さ
えあったという。しかし、近年の急激かつ大規
模な経済・社会環境の変動は、すでに「解決」
されたはずの貧困と改めて向き合わざるをえな
い状況をもたらした。新聞やテレビ等の一般メ
ディアにおいても頻繁に特集が組まれ、格差や
貧困が公然と語られる一方で、その「問題」を
告発する様々な言説や運動が活発化した。さら
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Abstract
Poverty is a“political”concept.　It suggest that the framework of the understanding poverty 
which support a set of antipoverty policies is always／already selected in the collective decision-
making process.　The framework of antipoverty policy can change along with the people’s efforts 
to challenge the poverty.
In this article, I represent the process of people’s efforts to challenge the poverty as“politics 
of poverty”, and survey the recent trend of it.　And then，show the dominant views of poverty in 
the recent years, and refer to the indications of a new phase of politics of poverty since the change 
of government in ２００９.
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要　旨
貧困とは“政治的”な概念である。このことは、一連の対貧困政策を下支えする貧困理解のあり方が、
常に／すでに集合的意思決定によって選び取られるものであることを示唆する。人々が貧困と向き合お
うとするその努力のあり方によって対貧困政策の枠組みは変化しうるが、人々が貧困と向き合おうとす
る一連のプロセスをここでは「貧困の政治」という言葉で表現し、近年におけるその動向を概観した。そ
して、近年において支配的なものとなっている貧困理解のあり方を明確にするとともに、２００９年の政権
交代以降、貧困の政治が新たな局面に入りつつある兆候について言及した。
キーワード
貧困、貧困の政治、対貧困政策
に、貧困の実態を示す様々な「研究成果」が提
起され、一種の「貧困ブーム」とでも呼びうる
状況さえ生じた。
だがその一方、一連の問題提起が深刻な機能
不全を引き起こしている既存の対貧困政策のあ
り方を大幅に見直す機運を高めているのかとい
えば、そうした状況に至っているとも言い難
い。いくつかの緊急的な対策が実施されたとは
いえ、その「解決」に至る明確な道筋が見出せ
ないまま、少し前まで「衝撃の事実」として受
け止められた貧困が、半ば「常態」的な出来事
として人々のあいだに「定着」しつつあるとい
う見方（雨宮［２０１０］）さえ成立しうるのでは
ないか。
こうした状況をもたらしている理由の一つと
して注目したいのは、貧困をめぐる問題設定の
あり方に関するものである。とくにわが国にお
ける貧困「問題」は、ほとんど「景気」や「雇
用」の観点から理解され、語られているという
ことが決定的に重要であろう。貧困を減らすに
は、とにかく多くの人々が職に就くべきという
発想。景気が回復すれば自然に貧困は縮小する
という想定。またその背後にある、人々を「依
存的」にさせる手厚い対貧困政策は避けること
が望ましいという価値判断。こうした考え方は
従来から広く共有されてきたが、今日において
も対貧困政策のあり方に関する「唯一」の「現
実的」な、いわば「自明」の思考様式として、
多くの人々の意識を大幅に制約しているように
思える。
しかし、雇用の「 柔 軟  化」によって、景気
??????
の好転が失業の解消につながらず、実際に職に
就くことが貧困からの脱却を意味しない時代と
なった（Bauman［１９９５＝１９９９］）からこそ、例
えば「ワーキングプア」の顕在化に象徴される
今日の深刻な貧困問題がある。であるならば、
われわれが「自明」と考えてきた既存の対貧困
政策の「 現実適応能力 」こそ、そしてその前提
????????
をなす貧困理解のあり方こそ、まずは真摯に問
い直されるべきであろう。この点を考えるきっ
かけとして、以下の P. スピッカーの指摘は極
めて重要である。
　　貧困に「本質」などない。それは多くの事
柄を意味する。場合によってはあらゆる社会
のあらゆる場所で異なったものを意味する。
貧困の本性は論争的である。貧困とは何かを
説明する単純で単一の一貫した方法などとい
うものは存在しない。（Spicker ［２００７＝２００８ : 
２１］）
例えば第三世界において発生している「飢餓」
と、わが国における「年収２００万未満」１） が同じ
「貧困」の 用語 で言及しうるように、貧困という
???
社会現象をめぐる多様な理解のあり方（貧困観）
がある。それゆえ貧困に対して何をなすべきか
に関する構想のあり方も、本質的には多様な道
筋に開かれている。そもそも貧困に対する自明
の解決策など存在しない（［ibid : ２６３］）のであ
り、実際のところ貧困をめぐる問題設定のあり
方は社会的文脈の中で常に大きく揺れ動くもの
である。そして、これまで貧困「問題」を「解
決」するために導入された一連の政策（対貧困
政策）は、常に貧困の当事者自身の利益や 必要 
???
を考慮に入れてきたわけでも、客観的で合理的
な分析に基づいてきたわけでもない。貧しい者
に対する蔑視・処罰・排除・隔離といった要素
が幾重にも刻み込まれてきたことからも示唆さ
れるように、むしろ実際に導入される対貧困政
策は、それを施す側―社会の 主 流  を構成する
????????
人々―の論理や都合に大きく左右されてきた。
これらの事実が示唆するのは、貧困とは“政
治的” 概念だということである（Lister［２００４ : 
３］Alcock［２００６ : ４０，１９２］）。この点について
わが国では岩田（２００４）や湯浅（２００６）が部分
的に示唆しているが、それが具体的にどのよう
な事態を意味するのか、改めて検討すべき価値
がある。貧困を政治的概念として理解すること
は、既存の貧困理解のあり方を「相対化」し、
多様な批判に開かれたものにすることにつなが
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る。そしてこの作業は、深刻な機能不全を引き
起こしているわが国の対貧困政策のあり方を問
い直そうとするにあたり、その構想の幅を広げ
る前提条件を整えることにもつながっていく。
１．貧困と“ 政　治 ”
??????
まず、本稿において頻繁に言及される“政治”
（politics）および“政治的”（political）という
言葉の含意について確認する。通常われわれ
は、直感的に「議会」や「政党」といった「政
界」の動きを政治そのものとしてイメージする。
しかし、そもそも政治とは特定の人々によって
のみ担われる活動ではなく、人間が人間である
ための不可欠な活動領域のひとつとして位置づ
けられるべきものである。D. ヘルドは以下の
ように指摘する。
　　政治とは、あらゆる集団、制度、社会にお
いて、また、その相互間にあって認められる
現象であり、公的生活と私的生活に広く及ん
でいる。政治を、諸資源の利用と配分をめぐ
る協同・交渉・闘争という活動のすべてに認
めることができる。それは、社会生活の生産
と再生産の活動にかかわる全ての諸関係・諸
制度・諸構造に内包されており、人間生活の
全局面を創造するとともに、その条件を設定
し、社会の諸問題の展開とその解決の集団的
様式の中心に位置している。（Held［１９９６＝
１９９８ : ３９２］）
こうした指摘を踏まえ、ここでは“政治”を、
B. クリックの定義に沿って「多くのひとびとの
あいだで正当なものとして受け入れられる方法
によって紛争を調停し和解させる」（Crick
［１９８７＝２００３ : ２６］）活動全般として広義に理解
する。ここから導かれるのは、政治とは人々の
あいだで生じる様々な種類の 葛藤 や対立の発生
??????
とともに始まるということである。誰一人とし
て同じ人間はいないという単純な事実がある。
あらゆる人間が、それぞれに異なる能力や欲
求、価値観をもちつつ生きている。価値を共有
する人々のあいだにも、その実現方法について
異なる見解が抱かれることも珍しくはない。し
かもそれら複数の競合する価値や目的、方法の
あいだに本質的な優劣を決定づける絶対的な判
断基準は存在しえない。それゆえ個々の人間が
自身の価値や利益を追求する過程においては、
他者とのあいだに何らかの葛藤や対立が生じざ
るをえないのである。人々のあいだに葛藤や対
立が不可避的に生じるからこそ、政治という人
間にとっての普遍的な活動領域が成立する。
そして政治とは、異なる価値･利害をもつ
人々のあいだに―つまり人間社会においては不
可避的に―発生しうる葛藤や対立に関して、実
力によって相手を滅ぼすための努力・活動では
なく、人々が正当と認めた一定のルール（制度）
の下で、相互に納得しうる妥協点や合意を見出
す努力・活動でもあるということである。自ら
の価値に共感する、あるいは利害を共有する
「仲間」を作りながら、価値や利害を異にする
「敵対者」との様々な駆け引きや抗争を通じて、
人々は自分（たち）の価値や利益を追求し実現
させていく２）。利害や価値の相違から不可避的
に生じる葛藤と対立を出発点としつつも、具体
的な争点を設定して利害の調整を図りながら何
らかの合意形成を目指す努力。さらにそこで形
成された合意のあり方が引き起こす新たな葛藤
と対立。終わりなく繰り返される葛藤・対立と
利害の調整・合意形成のプロセスを、政治とよ
ぶのである。
以上の整理を踏まえ、貧困が“政治的”概念
であることの意味を確認する。まず貧困を一般
的に定義するならば、「必要の恒常的欠乏」状態
である。しかし貧困が政治的概念であることの
第一の意味は、それが単に客観的な状態を示す
言葉ではなく、そこにある種の道徳的価値判断
が含まれざるをえないことと関連する。すなわ
ち、貧困とは常に「容認できない状態」（Alcock
［２００６ : ５］）として言及されるものであって、そ
の概念構成のうちには、それが「容認できない」
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状態であるがゆえに、何らかの形でその「解決」
を試みるべき「問題」だということが予め含意
されているということである。したがって、社
会のなかに貧困が「ある」と認識した人は、そ
の時点で既存の社会編成や分配のあり方に何ら
かの「歪み」があることを認め、何らかの「解
決」策の導入―現状の「変革」―が望ましいと
する政治的立場を選択することになる。逆に、
社会のなかに貧困が「ない」と認識することは、
既存の社会編成や分配のあり方が、少なくとも
貧困を生み出すような社会ではないという意味
において、現状を肯定する政治的立場を選択す
ることになる。要するに、貧困への言及や問題
としてとりあげること自体が、既存の社会編成
や分配のあり方をめぐる新たな対立や葛藤を引
き起こす―そこに政治が成り立つ―可能性を孕
むのである。
とりわけ重要なのは、ある程度の発展を経た
自由―民主主義国家においては、自国民の中に
日々の生活さえままならない人々が一定規模で
存在していること自体が、政府の正当性に関わ
るできごとであり、あらゆる手段を総動員して
でも最優先に取り組むべき問題とならざるをえ
ないことである。少なくともそのようにふるま
うことが、統治権力が人々の政治的支持を調達
するうえでの前提条件となる。逆にこうした事
情は、既存の社会編成のなかで大きな権力を有
する政治集団やその維持に関わる人々が貧困の
存在を認めたがらないか、過小に評価する一般
的傾向をもたらすことにもなる。貧困という
「あってはならない」問題の存在を認めることに
より、それまでの社会運営のあり方の「失敗」
を認めたうえで、新たな対策を導入しなければ
ならなくなるからである。湯浅誠の表現によれ
ば、「認めれば政策的対応を迫られる。政策的
対応をしたくなければ隠蔽するしかない。それ
が貧困」（湯浅［２００６ : １０］）なのである。
２．「貧困の政治」という 視 座  　
????????
しかし、貧困に対する社会的関心が高まった
としても、貧困に対して何をなすべきかに関す
る合意の形成へと直ちに結びつくわけではな
い。多くの人々が貧困に関心をもったとして
も、具体的にどのような状態を「貧困」と定義
し、誰を「貧困者」とみなすのか、そもそも貧
困はなぜ発生するのか、貧困に立ち向かうには
どのような方法が有効であり、どのような水準
で導入されるべきなのかといったことについて
も、見解の相違や対立が生じざるを得ない。そ
もそも貧困という「容認できない」状態に関す
るビジョン自体が、それぞれの人々が抱く価値
観とともに異なる。異なる貧困理解のあり方か
らは異なる「現実」のあり方が見えてくるし、
異なる種類の「解決」策が要求される。貧困を
めぐる「問題設定」は複数的なものであり、必
然的に競合せざるをえない。
そしてどのような解決策が採用されるにせ
よ、実際に貧困を減らすためには様々な種類の
社会的資源を「活用」あるいは「分配」しなけ
ればならない。だから貧困理解のあり方をめぐ
る見解の相違とは、結局のところ既存の分配構
造の妥当性をめぐる見解の相違という側面をも
ち、それはあるべき社会像をめぐる対立へと行
き着く可能性をも孕む。とりわけ既存の分配構
造の恩恵をより多く受ける人々にとっては、新
たに採用される「解決策」の種類によっては、
それまで占有・享受していた諸「権利」の一部
を、享受しえていなかった人々へ移転するとい
う「痛み」をともなう可能性がある。それゆえ、
貧困問題に真剣に取り組もうとする社会的関心
が高まるほど、人々のあいだに利害の衝突が顕
在化し、激しく競合する可能性がある。貧困が
政治的概念であることの第二の意味はここにあ
る。すなわち万人が納得しうる貧困理解の枠組
みを形成することは端的に不可能であるがゆえ
に、貧困の「存在」を認めるかどうかだけでな
く、顕在化した貧困「問題」との向き合い方や
取り扱い方をめぐっても、社会的な葛藤と対立
は避けられないのである。
といっても、貧困をめぐる葛藤や対立は、す
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でに「容認できない」状態にある人々が少なか
らず存在している事実の認識を前提に生じるわ
けだから、そのまま放置しておくわけにもいか
ず、取り組まれるべき解決策に関する何らかの
決定が下されなければならない。もちろんそこ
で下される決定のあり方は、その社会にある
人々のあいだで最も強力な支持を獲得しえた貧
困理解や定義のあり方を反映する。すなわち社
会的に最も支配的な位置づけを獲得した貧困理
解のあり方を反映した、実行可能な政治的「解
決策」が、現実的な対貧困政策として導入され
ることになるのである。当然それは、その時点
における「 多数派 」の見解や利害関係がより色
??????
濃く反映される。ここに、貧困が政治的な概念
であることの第三の意味を見出すことができ
る。すなわち、貧困をめぐる理解のあり方およ
びその「解決」策をめぐる葛藤と対立は、常に
ある時点における支配的な貧困理解のもとで、
「調停」されている／されなければならないとい
うことである。
このように、異なる貧困観をもつ様々な人々
によって、貧困理解のあり方をめぐる 主導権 の
?????
形成・獲得・維持を求めて繰り広げられる多様
な活動、およびそこで一時的にせよ合意されう
る妥協点を求めて展開される「せめぎあい」の
ことを、ここでは「貧困の政治」（politics of 
poverty）という言葉で表現したい。「貧困の政
治」の現況（貧困理解のあり方をめぐる勢力分
布）は、最終的には対貧困政策の策定局面にお
いて最もクリアなかたちで現われるが、その背
後においては様々なレベル・局面で、様々な立
場の人々によってなされる諸々の実践や活動、
例えば貧困問題の改善を訴える集会やデモ、請
願、訴訟、貧困者への支援活動、メディアを介
した世論形成、「目障り」な貧困者に関する行政
への苦情や公共空間からの追い立て、さらには
ネットの書き込みといった多様な実践や活動が
貧困の政治を形づくっている。もちろんどのよ
うな貧困理解のあり方が支持を集め、どのよう
な実践や活動が有効な政治的手段となりうるの
かは、社会的文脈に大きく依存する。そして社
会のなかにあるすべての人々が、好むと好まざ
るとに関わらず、主観的にはまったく無関心で
あったとしても、常にすでに「貧困の政治」に
関わっている。一般的に見られる貧困への無関
心な態度も、支配的位置づけを獲得した貧困理
解の「追認」と等価であり、そうした人々の増
減プロセスそれ自体が「貧困の政治」の動態を
表すものでもある。
「貧困の政治」という視座は、貧困に関する自
明の問題設定や解決策は存在しないというこ
と、それらは常に「別様のものでありうる」こ
とへの理解に道を開く。既存のあらゆる種類の
対貧困政策の枠組と、それを下支えする貧困理
解のあり方は、誰もが納得しうる合理的な根拠
に基づくというよりは、常に／すでに、貧困理
解のあり方をめぐる 主導権 争いの結果として暫
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定的に構成されたもの、その時々の集合的意思
決定の産物として選び取られたものであって、
決して普遍的な意義をもつものでも自明のもの
でもない。人々が貧困と向き合おうとする姿勢
や努力のあり方に応じて、対貧困政策の枠組み
も大きく変容しうるのである。この、人々が貧
困と向き合おうとする一連のプロセスを、ここ
では「貧困の政治」という言葉で表現した。こ
うした点を念頭におき、以下ではわが国におけ
る「貧困の政治」の現況について概観していき
たい。
３．「貧困の政治」をめぐる今日的展開
上述のように、貧困という社会問題をめぐる
政治には、政策策定の局面からネットの書き込
みに至るまで、多様な主体が様々なレベルで関
与しうる。ただし、貧困問題に対する人々の関
心がそれほど大きいものではなかった高度成長
期から２０００年代初頭に至る時期においては、当
然ながら貧困の政治も半ば「潜在化」したまま、
一部の限られた領域で限られた論点を軸に展開
されてきた３）。しかし、近年において貧困問題
が改めて顕在化するようになって以降、貧困の
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政治もまた顕在化し、様々な主体の積極的な関
与のもとで、多様なかたちで展開されるように
なった。だがそのなかでも、「生活保護の在り
方に関する専門委員会」（以下「専門委員会」）
を皮切りに厚生労働省に設けられたいくつかの
「会議」（諮問機関）は、今日のわが国における
「貧困の政治」の中心的な 舞台 として位置づける
????
ことができよう。すなわち、近年における貧困
の政治は、一連の会議における検討過程と、そ
の「成果」に基づく政策展開のなかで生じた、
貧困理解のあり方をめぐる「せめぎあい」をひ
とつの軸に展開してきたといえる。この一連の
展開は、対貧困政策の策定に関わる人々のなか
で広く共有されている貧困理解のあり方を改め
て浮き彫りにした一方、貧困理解のあり方をめ
ぐる今日的な争点を顕在化させた。
１）「専門委員会」設置の経緯
対貧困政策の中心を担う生活保護制度の「見
直し」は、「社会福祉基礎構造改革」をめぐる
議論のなかで、すでにその必要性が共有され始
めていたが、「専門委員会」の設置を促した直接
のきっかけは、２００３年の経済財政諮問会議答申
に基づく「経済財政運営と構造改革に関する基
本方針（通称骨太の方針）２００３」および財政制
度等審議会による「平成１６年度予算の編成等に
関する建議」のなかで具体的論点とともに見直
しの方向性が言及されたことによる。とりわけ
後者は、「生活扶助基準・加算の引下げ・廃止、
各種扶助基準の在り方の見直し、扶助の実施に
ついての定期的な見直し・期限の設定など制度・
運営の両面にわたり多角的かつ抜本的な検討が
必要」と、かなり踏み込んだ提言を行った。
これらの指摘を受け、現行生活保護法を全面
的に見直すための本格的な論議の場として、社
会保障審議会福祉部会に「専門委員会」が設置
された。この時期における財政制度等審議会お
よび経済財政諮問会議は、ともに当時の世論に
おける大きな支持を受け、「財政再建」（増大し
続ける支出の抑制）および「小さな政府」の実
現に向けた「構造改革」を推し進める主導的な
役割を担った諮問機関である。こうした文脈に
おいて設置された「専門委員会」は、両者が提
起した論点に沿って議論と見直しの検討を進
め、２００４年の１２月に報告書を提出するに至っ
た。要するに「専門委員会」は、生活保護のあ
り方全般を見直すために設置されたことは確か
であるが、決してフリーハンドの権限が与えら
れたわけではない。むしろその設置に至る経緯
から、保護基準の引き下げやモラルハザード対
策の強化を通じて生活保護の適用対象を絞り込
み、急増する生活保護費用の抑制という政治的
課題を達成するうえで、積極的な役割を担うこ
とが強く期待されていた。
２）「専門委員会」における／以後の「貧困
の政治」
「専門委員会」は１年半、全１８回にわたって検
討を続け、その「成果」として２００３年末に「中
間とりまとめ」、２００４年末に「報告書」を提出
した。近年実施された生活保護に関する諸改革
のほとんどは、この２つの内容に大きく関連し
ている。
まず「中間とりまとめ」は、「専門委員会」
前半６回の議論を踏まえ、保護基準の中心部を
構成する生活扶助基準の現状分析の結果と見直
しの方向性を示した。基本的な認識として、現
行（２００３年当時）の生活扶助基準が一般低所得
層の消費水準を上回っていること、多人数世帯
ほど基準額が割高になること、加算のいくつか
が現状にあわなくなっていることなどが指摘さ
れ、とりわけ老齢加算は「廃止の方向で見直す」
ことが提起された４）。
次いで「報告書」においては、現行の生活扶
助基準は基本的に妥当な水準にあるとしたが、
勤労控除も含めた生活扶助基準が一般低所得世
帯の消費における生活扶助相当額よりも高く
なっていることなどを根拠に、一般低所得世帯
の消費実態との均衡を見極めるために５年に一
度の頻度で検証を行う必要性、多人数世帯基準
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の是正および単身世帯基準の設定、第一類費の
年齢設定、加算（とりわけ母子加算）や級地の
見直しに言及している。また、被保護世帯の抱
える問題の多様化および保護受給期間の長期化
という傾向を踏まえ、「利用しやすく自立しや
すい制度へ」という基本的視点のもとに、生活
困窮者の自立・就労を促す「自立支援プログラ
ム」導入の必要性を強調している。この「自立
支援」に関しては、社会福祉法の基本理念を踏
まえ、就労による経済的自立のための支援のみ
ならず、日常生活の自立や社会生活の自立への
支援を含むものとされている。さらに被保護世
帯の子どもの自立および「貧困の再生産」防止
という観点から、高等学校への就学費用を生活
保護で対応すべきことが提言された。これらの
具体的提言以外にも、これから取り組むべき課
題―「補足率の検証」、「資産・能力の活用」「保
護施設」、「実施体制」、「他施策との連携」のあ
り方等―について委員から指摘された様々な意
見が紹介されている。これらのなかには、設置
当初より「専門委員会」に「期待」されていた
ものとは逆の志向性をもつ内容―より「利用し
やすい」制度となりうる方向性―も含まれてい
た。
これらの報告を受け、生活保護の「見直し」
が本格的に実施される。まず２００４年度から３年
かけて老齢加算を廃止、２００５年度には多人数
（４人以上）世帯の生活扶助基準引き下げ、母子
加算の段階的廃止（～２００８年度）、と生活保護基
準の引き下げに着手しながら、生業扶助におけ
る高等学校等就学費や「自立支援プログラム」
を導入した。とはいえ一連の「見直し」は、「報
告書」で指摘された内容について漏れなく実施
したわけでない。むしろ「専門委員会」の設置
を促した、生活保護による「救済」対象の限定
化という政治的志向性に合致する施策から順次
導入５） され、逆に適用の拡大につながるような
事項６） に関しては実施どころか、検討さえされ
ていない７）。
そもそもここで取り沙汰された生活保護基準
とは、生活保護という制度の受給資格に関する
基準であると同時に（あるいはそれ以上に）、わ
が国における（ほぼ唯一の）公式の貧困基準と
いう側面があり、その引き下げは、生活保護の
受給可能性がある貧困世帯のみならず一般世帯
にも様々な「不利益」を生じさせうる８）。だが
この時期は、「格差社会」化や非正規労働者の深
刻な状況が指摘され始めていたとはいえ、いわ
ゆる「自己責任」の観点からそうした問題を構
成する言説も多く、まして今日のように「貧困」
が直接的に問題視される状況に達していなかっ
た。それゆえこの段階における生活保護の「見
直し」は、まだ一般の人々にはどこか「他人事」
のように受け止められたこともあり、世論の一
定の支持を受けて比較的スムーズに実施９） され
ていった観がある。
その後、「専門委員会」が提起した「生活扶
助基準と一般低所得世帯の消費実態との均衡に
関する定期的検証」を行うためとして厚生労働
省は、社会・援護局長の「私的研究会」として
２００７年１０月から、「生活扶助基準に関する検討
会」を開催し、５　 回の検討会を経て「生活扶助
基準に関する検討会報告書」を取りまとめた。
その主要な「結論」は、生活保護を受給してい
ない低所得世帯の「生活扶助相当支出額」を、
「生活扶助基準額」が上回っているということで
ある１０）。この「成果」を踏まえ、「骨太の方針」
等を通じて政府が一貫して追求してきた方向性
に沿って、当時の舛添厚生労働大臣は、次年度
から生活扶助基準を引き下げる意向を表明し 
た１１）。
だがこの時期になると、いわゆる「ワーキン
グプア」問題等をきっかけに貧困への社会的関
心が高まり、それまで実施されてきた一連の政
策が、格差と貧困を食い止めるどころかそれを
拡大させてきたことに対する批判的な世論の強
い反発を受け、厚生労働省の保護基準引き下げ
方針は実施に移すことはできなかった。 
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３）「貧困の政治」における 主導権 の所在
?????
ここまで近年のわが国において展開された貧
困の政治の一側面を概観してきた。このなかか
ら、貧困の政治をめぐるわが国の現状を改めて
確認しておきたい。
まず、わが国における貧困の政治のあり方や
方向性を決定づけるアクターとして、厚生労働
省のテクノクラート官僚が、包括的で圧倒的な
影響力や権限を有しているということである。
とりわけ近年の政策策定プロセスにおいて重要
な役割を果たした、「専門委員会」や「研究会」
といった諮問機関１２） に関して、厚生労働省の事
務局はその参加者を主体的に指名し、その会議
のなかで検討すべき論点や内容を提示すること
ができる。また、議論の過程で示された多様な
見解の中から、より検討を深めるべき内容を取
捨選択することができ、さらに重要なことは、
最終的に得られた一連の「成果」のなかから、
どの事項を（優先して）実行に移すのかを、そ
の運用に関わる細則にまで踏み込んで決定する
ことができるのである。これらの権限が段階的
に行使されることを通じて、本来的には多様な
方向に展開されえた「見直し策」のなかから、
特定の政治的志向性に沿って現実的
・ ・ ・
な「見直し
策」の枠組みが形づくられていく。もちろんそ
うした影響力（行政権力）は、個々の官僚が有
する個別の貧困理解というよりは、一般的に組
織として共有することが期待される（すなわち
その時点における「 多数派 」の見解や利害関係
??????
を色濃く反映した）種類の貧困理解のあり方に
基づいて行使されるものである。
では、どのような種類の貧困理解が、一連の
生活保護「見直し」における 主導権 を獲得して
?????
きたのか。ここではその内容に関する３つの要
素について指摘しておきたい。
第一に指摘しうるのは、貧困者を「自立」で
きない人々として捉え、生活保護はそうした
人々に「最低限」の生存保障を与える制度だと
する理解のあり方である。ここでの「自立」と
は第一義的に「就労による自活」を意味するが、
「自立」できない人々のために「生活保護」が
あるという発想は、いくらかでも「自立」の余
地がある人は生活保護を受けるべきでないとい
う発想、さらには生活保護を受けないことを
「自立」とみなす発想を導き、その反面として生
活保護の受給者は「依存」的であるがゆえにそ
れ自体として「望ましくない」状況にあるとみ
なされる。要するに「自立すること」と「生活
保護の受給」とのあいだに対立的・排他的な関
係が想定され、かつ前者は後者に道徳的に優越
する立場にあるということが含意されているの
である。ただし、専門委員会での議論や報告書
においては、従来よりも幅広い「自立」のあり
方を認め、その延長線上に生活保護と自立との
対立的な関係を克服する道筋が模索されてはい
たことは指摘しておかなければならない１３）。
第二に、その生活実態の内容を精査すること
なく、一般低所得世帯の消費水準よりも生活保
護基準の方が「高い」ことをほぼ唯一の根拠１４） 
にその「引き下げ」が図られたことに象徴され
るように、生活保護によって保障されるべき水
準は、最も低い所得にある一般世帯の生活水準
を上回ってはならないとする、いわゆる「劣等
処遇」の規範と極めて親和的な貧困理解が共有
されていることである。こうした貧困理解のあ
り方は、「手厚い」水準の給付は受給者の自立へ
の意欲を阻害するだけでなく、一般国民の道徳
感情や納税意欲にもネガティブな影響を与えか
ねないという発想と連動している。対貧困政策
のあり方をめぐる議論のなかで常に一貫した争
点となってきた「モラルハザードの防止」とい
う観点は、近年の貧困の政治においても依然と
して大きな争点となっているのである。
そして第三に、生活保護をはじめ貧困層の直
接的な処遇に要する費用が財政的な「負担」の
観点からのみ理解されていることである。すな
わち、それらは公的な義務として支払わなけれ
ばならない「コスト」に過ぎず、それ自体とし
ては経済的にマイナスの効果を持つという発想
である。それゆえそうしたコストを抑制するこ
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とが経済成長を促し、また多くの納税者に恩恵
をもたらすことによって、政治的な支持が得ら
れるであろうという判断のあり方にもつながっ
ていく。
以上に示した３つの要素は相互に関連してい
るが、そこから共通に導かれるのは、要するに
生活保護を中心とする公的な制度による貧困者
の救済は、可能な限り抑制あるいは縮小される
べきだとする発想のあり方である。こうした発
想は、貧困問題への対応は第一義的には就労の
促進によってなされるべきだという暗黙の想定
によって補強されており、そしてそれは過去よ
り連綿と引き継がれてきたものであること、し
かし「ワーキングプア」問題の顕在化を促した
社会状況は、そうした想定を支持する現実的基
盤を掘り崩しつつあることは、最初に述べたと
おりである。
４．結びにかえて：「貧困の政治」の新たな展
開？
ここまでみてきたように、「専門委員会」の前
後における「貧困の政治」は、全体的には公的
な救済の対象を限定しようとする志向性に主導
されるかたちで展開されてきた。しかし、貧困
と関連する諸問題がますます深刻化する一方、
見直された生活保護のみならずこの間に導入さ
れた（「自立支援」という名目の）諸就労支援
策が、状況の改善にほとんど貢献しえなかった
ことなどを背景に、次第にそれまでの対貧困政
策のあり方を批判的に捉え返す機運が高まって
いく。とりわけ「反貧困」運動の盛り上がりや
２００９年初頭の「年越し派遣村」は象徴的なでき
ごとである。同年９月に生じた政権交代は、そ
のひとつの結果として捉えることもできる。こ
うした状況のなかで、貧困の政治は新たな展開
を見せ始めており、２００９年１２月に実施された母
子加算の「復活」や、「ナショナルミニマム研
究会」の設置はそれを端的に表わしている。ナ
ショナルミニマム研究会は、１０度の会議を経て
２０１０年６月に「中間報告」が提出されたが、そ
の内容には、貧困の政治が新たな局面に入りつ
つある兆候を、わずかではあるが見出すことが
できる。本稿の結びとして、その根拠のいくつ
かを指摘しておきたい。
第一に注目すべき点は、研究会の委員のなか
に、いわゆる「貧困の現場」において、時に福
祉行政との葛藤を経験しつつ、貧困者の支援と
その利益の代弁活動に直接携わってきた立場の
人達が含まれていることである１５）。そもそも
「貧困の政治」には、「社会的、経済的不平等が
貧困層やマイノリティの多くの市民から政治参
加を促す認識能力やその他の能力を剥奪する」
（Lindblom & Woodhouse［１９９３＝２００４ : １５４］）
という事態が常につきまとう。すなわち、その
アウトプットによって最も大きな影響を被る
人々ほど、「貧困の政治」への関わりが難しいと
いう一般的傾向を指摘しうる。こうした状況を
「問題」と捉える立場からすれば、今回の人選は
ある程度肯定的に捉えることができるだろう。
「反貧困」の理念を掲げ、貧困の当事者やその支
援に携わってきた人々によって構成された運動
が、一定の政治的影響力を獲得しえた成果のひ
とつでもある。だがその先の展望として、貧困
の当事者あるいはその利益を代弁する人々が、
政治的意思決定や政策策定の場に恒常的に関与
しうる枠組みを作れるかどうかが重要となって
くるであろう。
第二に、ナショナルミニマムを保障するうえ
で有効な制度設計のあり方を構想する前提とし
て、貧困の現状を客観的に明らかにしようとす
る志向性が共有されていることである。とりわ
け保護基準を下回る低所得者世帯に関する公式
の推計が報告され、既存のセーフティネット
（とくに生活保護）がうまく機能していないこと
が、政府によって公式に認められたことは極め
て画期的である。それ以外にも、あるべきナ
ショナルミニマムの基準を確立するための予備
的作業として、生活保護を受給する母子家庭の
生活実態や、「貧困・格差に起因する経済的損失
の推計」および「低所得者の消費の実態から見
政治的概念としての貧困―「貧困の政治」と対貧困政策―
63
た最低生活費の分析」に関する専門的な検証を
進めている。
第三に、生活保護という対症療法のみなら
ず、ナショナルミニマムを保障するセーフティ
ネットのあり方全体を視野に入れた検討を行っ
ていること、そして十分に機能していない既存
の社会保障を建て直す方向性として「ポジティ
ブ・ウェルフェア」の理念を掲げ、従来のよう
に社会保障の実施を財政的に消費されるばかり
の「コスト」という観点からのみ理解するので
はなく、「未来への投資」と位置付け、その積
極的な活用を促進しようとする発想への転換を
図っていることである１６）。従来のように就労の
努力と社会保障給付を受けることとのあいだに
排他的な関係を想定するのではなく、再教育や
再訓練による就業の促進と社会保障給付を組み
合わせることによってこそ、経済成長の実現が
可能になるという共通理解のもとに検証や議論
が進められているのである。こうした視座は平
成２２年版の『厚生労働白書』にも共有されてい
る。白書は、今後確立すべき新たな社会保障の
枠 組 み を 示 す た め の キ ー ワ ー ド と し て
「 参加型社会保障 」１７） の理念を前面に掲げ、その
???????????
実現に向けた検討課題や政策課題に幅広く言及
している（厚生労働省編［２０１０］）。
ただし、これらの分析や検証、そして今後な
されるであろうセーフティネットの見直し策の
提起が、実際の政策形成過程に影響を及ぼすそ
のあり方は、いまのところほとんど未知数であ
る。とりわけナショナルミニマム研究会は、先
に検討した二つの会議と異なり、特定の制度を
見直すためというよりは、既存のセーフティ
ネットの検証とあるべき方向性の全般的な検討
に主眼がおかれている。だからその分だけ、特
定の制度や政策の「見直し」に対して、その分
析や提言がもちうる影響力や拘束力は弱ま 
る１８）。どれだけ緻密な検証が行われ、貧困に対
して有効に対処しうるセーフティネットの枠組
みおよびその実現プロセスがどれだけ具体的な
かたちで示されようと、それが実施に移される
かどうかは、結局のところその一連の「成果」
およびそこで共有されている貧困理解のあり方
が、実際にどれだけ政治的な支持を得られるか
にかかってくるのである。
最後に改めて強調すべきことは、S. マクグレ
ゴールが指摘するように、結局のところ「貧困
の根絶は技術的な問題ではなく政治的な問題で
あり、その解決のあり方は、…政治的 影響力 と
????
政治的 意志 とのバランスに依存する」（Macgre- 
???
gor［１９８１ : １７２］）ということである。貧困とは
一貫して“政治的”問題であり、景気の回復や
経済成長といった外在的な要因によって自動的
に解消されうるものではない。貧困の政治は、
終わりのない集合的意思決定（選択）のプロセ
スであり、そのプロセスのなかで、解決される
べき「問題」は常に書き換えられていく。この
ことを念頭においたうえで、貧困の政治の望ま
しいあり方、およびそのために整えられるべき
条件をめぐる考察が、今後の大きな検討課題と
なる。
注
１）NHK スペシャル「ワーキングプア」取材班
（２００７）、門倉（２００６）等を参照。
２）この過程で「他者を自己の意図に従わせる能力」
を一般に「権力」という（川崎・杉田編［２００６ : 
９］）。政治が権力をめぐる争いであるといわれる
所以である。
３）これまで生活保護に関する福祉事務所の「窓口
対応」や「運用のあり方」をめぐり、不利益を被っ
た当事者とその支援者を主体とした異議申し立て
や訴訟を通じ、そのあり方が繰り返し問い直され
てきた歴史がある。というよりも、従来はこうし
た活動が、貧しい人々の処遇に関する「改善」や
「是正」を求めることのできる、ほぼ唯一のチャン
ネルであり政治的実践であったといえる。
４）しかし続けて、「高齢者世帯の社会生活に必要な
費用に配慮して、生活保護基準体系の中で高齢者
世帯の最低生活水準が維持されるよう引き続き検
討する必要がある」と指摘し、老齢加算の廃止の
みを性急に実施することを求めたわけでも容認し
たわけでもない。
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５）「自立支援プログラム」は、必ずしも生活保護
の適用対象の限定化という趣旨で導入が求められ
たわけでなく、実際に多様なプログラムを策定し
て効果的な自立支援を進めている福祉事務所もあ
る一方で、「保護を切る」手段として活用しうるプ
ログラムを中心に策定を進めている福祉事務所も
少なからず存在している。
６）「報告書」では、保護開始時に保有可能な預貯
金等の限度額の拡大や、住宅扶助の単給化、失業
者に対する別枠の対応といったことなどが指摘さ
れていた。
７）検討された事項および成果の「つまみ食い的な
利用」をめぐり、結局のところ「専門委員会」は
政策主体にとって最も都合のよい対貧困政策に正
当性を担保する「政治的手段」であったとする見
方（池田・砂脇［２００９ : １８３］）がある。他方、そ
の成果のなかには「貧困の政治」に新たな展開を
もたらしうる重要な契機も含まれており、とくに
生活保護基準の「定期的検証」に関する提言は、
それまで不透明な部分が多かった保護基準の決定
（改訂）プロセスの公開を促し、わが国におけるほ
ぼ唯一の「貧困基準」のあり方をめぐる議論に多
くの人々が関与することを可能にする道筋を開い
た。
８）生活扶助基準は、地方税の減免・非課税に関す
る基準や国民健康保険料や介護保険料、保育料、
医療費の月額負担上限、自治体による就学援助、
生活福祉資金貸付などの所得基準と連動してお
り、生活保護を受給しない（できない）一般低所
得層の生活全般にも幅広く影響を及ぼす。さらに
最低賃金の改定における参照軸のひとつに設定さ
れていることから、一般労働者層にも少なからず
影響を与える。
９）ただし、老齢加算や母子加算の廃止をめぐって
は、その当事者や支援者を主体として、全国各地
でその「取り消し」を求める訴訟が起こされた。
１０）一般低所得世帯の「生活扶助相当支出額」と、
「生活扶助基準額」とを比較することの問題につい
ては、布川（［２００９a : １８９］）を参照。
１１）この検討会の性格をめぐっても様々な見解があ
る。実際に検討に関わった委員は、特定の政策に
「お墨付き」を与えるためでなく「透明性を持って、
客観的データに基づき統計分析を実施し、中立的
に検証された分析結果を提示」（「『生活扶助基準に
関する検討会報告書』が正しく読まれるために」）
する場としての検討会の意義を強調している。実
際、検討会報告書は基準の「引き下げ」に言及し
ておらず、むしろ委員の総意として「生活扶助基
準額の引き下げについては慎重であるべき」との
見解を示した。しかしその前後の脈絡を見る限
り、委員の思いとは別に、最初から生活扶助基準
を引き下げる政治的意思決定を正当化する根拠と
して活用されかけたことは否定できないであろう
し、実際に世論も「基準引き下げを容認した報告
書」として受け止めた。
１２）本来的には専門家や学識経験者が「意見を表明」
する場に過ぎない各種諮問機関のなかで「合意」
された内容が、わが国の政策策定の過程では実質
的に極めて大きな影響力をもってしまっている。
もちろんこうした状況は、貧困問題に関わるもの
に限らずわが国の政策形成プロセスに幅広くみら
れるものであるが、こうした「審議会」や「私的
諮問機関」の是非をめぐる論点については、西川
（２００７）を参照。
１３）「専門委員会」のなかで、「自立」および「自立
支援」の内容をめぐってどのような論議が行われ
たのかについては、岩永（２００９）が詳しく検討し
ている。
１４）厚生労働省は、こうした引き下げの論拠は「水
準均衡方式」の趣旨に基づくと主張したが、布川
はそれを「歴史的経過を一面化した誤った理解」
と批判している。その具体的な理由に関しては布
川（２００９a）を参照。
１５）ここでは作家の雨宮処凛、反貧困ネットワーク
の組織化や年越し派遣村の実施に関わった湯浅
誠、弁護士の竹下義樹の三人を念頭においてい
る。
１６）「ポジティブ・ウェルフェア」の発想に基づく
対貧困政策は、すでにイギリスのニューレイバー
政権が取り組んできた内容の「焼き直し」であり、
その功罪を改めて検討する必要がある。とりあえ
ずニューレイバーの対貧困（より正確には「社会
的排除」）政策については、Byrne（２００５）による
批判的検証を参照。
１７）平成２２年版の厚生労働白書では、従来の「消費
型・保護型」社会保障と対比する意味も込めて、
参加型社会保障（ポジティブ・ウェルフェア）の
表記に統一されている。
１８）ナショナルミニマム研究会の設置に関わった長
妻厚生労働大臣の交代も、中間報告以降の議論や
検証のあり方に大きな影響を及ぼすかもしれな
い。
政治的概念としての貧困―「貧困の政治」と対貧困政策―
65
引用・参考文献
Alcock，P.（２００６）Understanding Poverty 3rd ed, Pal- 
grave
雨宮処凛（２０１０）「自由と生存をひきかえにするな！」
宮本太郎編『自由への問い２ 社会保障』岩波書店
Bauman, Z.（１９９５＝１９９９）入江公康訳「消費時代の
よそもの―福祉国家から監獄へ」『現代思想』２７
（１１）青土社
Byrne（２００５＝２０１０）深井英喜・梶村泰久訳『社会
的排除とは何か』こぶし書房
Click, B.（１９８７＝２００３）添谷育志・金田耕一訳『現
代政治学入門』講談社学術文庫
布川日佐史（２００９a）『生活保護の論点』山吹書店
　　　　（２００９b）「生活保護法における自立支援と
稼働能力活用要件」（日本社会保障法学会編『社
会保障法第２４号』法律文化社
Held, D.（１９９６＝１９９８）中谷義和訳『民主制の諸類
型』御茶の水書房
池田和彦・砂脇恵（２００９）『公的扶助の基礎理論―
現代の貧困と生活保護制度』ミネルヴァ書房
岩永理恵（２００９）「生活保護制度における自立概念
に関する一考察―自立支援および自立支援プログ
ラムに関する論議を通して」『社会福祉学 Vol. 
４９４』日本社会福祉学会
岩田正美（２００７）『現代の貧困』ちくま新書
門倉貴史（２００６）『ワーキングプア―いくら働いて
も報われない時代が来る』宝島社新書
川崎修・杉田敦編（２００６）『現代政治理論』有斐閣
アルマ
厚生労働省編（２０１０）『平成２２年版厚生労働白書』
Lindblom, C. E. & Woodhouse, E. J.（１９９３＝２００４）
藪野祐三・案浦明子訳『政策形成の過程―民主主
義と公共性』東京大学出版会
Lister, R.（２００４）Poverty, Polity Press
Macgregor, S.（１９８１）The Politics of Poverty, Long-
man
NHK スペシャル『ワーキングプア』取材班『ワー
キングプア―日本を蝕む病』ポプラ社
西川明子（２００７）「審議会等・私的諮問機関の現状
と論点」（『レファレンス２００７.５』国立国会図書館
調査及び立法考査局）
Spicker, P.（２００７＝２００８）圷洋一監訳『貧困の概念
―理解と応答のために』生活書院
湯浅誠（２００６）「格差ではなく貧困の議論を（上）」
『賃金と社会保障』１４２８旬報社
西　村　貴　直
66
